
１．統計調査員確保について（現状）

（１）□十分確保できている

（２）□苦労しているが、民間調査員を確保できている

（３）□確保できていないため、他の手段で対応している

（４）（３）の場合、どのような手段で対応されていますか？

　　　　□行政職員が調査員の業務にあたっている

　　　　□自治会(町内会)が調査員の業務にあたっている

　　　　□その他

（５）（４）で、行政職員や自治会(町内会)が調査員業務に当たっている場合の
　　　　問題点（自由記述）

＜令和５年住宅・土地統計調査（県内調査員565人）＞

（１）配分数　　　　人

（２）不足数　　　　人

（３）他の手段での対応数　　　　人（具体的に　　　　　　　　　　　　　　　　）

（４）□調査自体の該当なし

＜令和４年就業構造基本調査（県内調査員572人）＞

（１）配分数　　　　人

（２）不足数　　　　人

（３）他の手段での対応数　　　　人（具体的に　　　　　　　　　　　　　　　　）

（４）□調査自体の該当なし

＜令和３年経済センサス－活動調査（県内調査員399人）＞

（１）配分数　　　　人

（２）不足数　　　　人

（３）他の手段での対応数　　　　人（具体的に　　　　　　　　　　　　　　　　）

＜令和２年国勢調査（県内調査員約4,500人）＞

（１）配分数　　　　人

（２）不足数　　　　人

（３）他の手段での対応数　　　　人（具体的に　　　　　　　　　　　　　　　　）

＜令和５年住宅・土地統計調査＞

（１）中途辞退者数　　　　人

＜令和４年就業構造基本調査＞

（１）中途辞退者数　　　　人

＜令和３年経済センサス－活動調査＞

（１）中途辞退者数　　　　人

＜令和２年国勢調査＞

（１）中途辞退者数　　　　人

調 査 票

２．過去の調査での確保状況について

３．過去の調査での任期中の中途辞退者について

市町村名：　　　　　　　　　



＜令和７年国勢調査＞

（１）□確保できる見込み

（２）□確保に苦労することが予想されるが、他の手段で対応できる見込み

（３）□国が想定する配置基準では確保することが困難

＜令和12年国勢調査＞

（１）□確保できる見込み

（２）□確保に苦労することが予想されるが、他の手段で対応できる見込み

（３）□国が想定する配置基準では確保することが困難

８．登録統計調査員について（令和６年４月１日現在）

（１）調査員数　　　　人

（２）うち、６５歳以上の人数　　　　人

（１）□あり　　□なし

　※【ありの場合】

（２）名　　称　（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

（３）活動内容

４．統計調査員確保の将来見込みについて（人口減少や人手不足の状況を鑑みて）

９．市町村独自の統計調査員組織について

５．統計調査員確保について、独自に取り組まれていること（自由記述）

６．現状の統計調査の課題（自由記述）

７．島根県や国に対しての要望（自由記述）


